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5．公共交通の利用促進の検討 

5．1 モビリティ・マネジメント（ＭＭ）の継続的な取り組み方策の検討 

5．1．1 モビリティ・マネジメント（MM）施策について 

（1） 箕面市におけるモビリティ・マネジメント（MM）の考え方 

モビリティ・マネジメントは「ひとり一人のモビリティ（移動）が社会的にも個人的にも望まし

い方向に自発的に変化することを促す、コミュニケーションを中心とした交通政策」と定義付けら

れる。 

 

 

 

 

図 5 - 1 モビリティ・マネジメントの目標 

 

モビリティ・マネジメントの目標は、一部の人たちだけの意識や行動が変わるところにあるので

はなく、交通量や渋滞長、あるいは公共交通の利用者数当の集計的な値が変化し、都市や交通の諸

問題を解消するところにある。 

このため、モビリティ・マネジメントの取り組み（モビリティ・マネジメント施策）は、大規模

かつ多面的なものとなるが、実務的には財源にも人的資源にも制約が存在する。モビリティ・マネ

ジメント施策の中から現実的に実施しやすく、またより効果的であろうと考えられるものから順次

実施していくことが重要である。 

また、モビリティ・マネジメントは継続して実施する必要があり、その効果を測定する場合、短

期効果だけでなく、1 年後、あるいは 2 年後等の長期効果を測定することも重要である。 
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箕面市においては、鉄道アクセスや市内バスサービスの不足、自家用車への過度な依存といった

課題があるが、公共交通の利用を促進し、これらの課題を改善していくためには、ハード対策だけ

でなく、継続的なモビリティ・マネジメントの取り組みが重要である。 

モビリティ・マネジメントは一般的には「自発的に変化することを促す」ものであり、箕面市の

地域特性や住民の特性を考慮して、効果的なモビリティ・マネジメントの取り組み方策の検討をお

こなうものである。 

この取り組みにより、北大阪急行線の延伸やバス路線網の再編といったハード面での整備と合わ

せて、相乗的に公共交通の利用が促進され、公共交通主体のまちづくりへの転換が期待される。 
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（2） モビリティ・マネジメント（MM）施策の体系的整理 

モビリティ・マネジメントは様々な「取り組み」から構成される。 

通常は、複数考えられるモビリティ・マネジメント施策の中から、現実的に実施しやすく、また、

より効果的であろうと考えられるものから順次、実施していくことが重要である。 

モビリティ・マネジメントにはその対象に応じたさまざまなものがある。 

 

表 5 - 1 対象に応じたモビリティ・マネジメント 

モビリティ・マネジメント 概要 

居住者 地域居住者を対象としたモビリティ・マネジメント 

学校 学校教育現場におけるモビリティ・マネジメント 

職場 職場におけるモビリティ・マネジメント 

転入者 転入者を対象としたモビリティ・マネジメント 

特定路線 特定の路線の利用者を対象としたモビリティ・マネジメント 

大学 大学キャンパスへの通勤通学者を対象としたモビリティ・マネジ

メント 

病院 病院への通院通勤者を対象としたモビリティ・マネジメント 

観光地 観光客を対象としたモビリティ・マネジメント 

大型 SC 大型 SC（ショッピング・センター）への買い物客を対象とした

モビリティ・マネジメント 

 

次頁より、上記のうち代表的なモビリティ・マネジメントである居住者、学校、職場、転入者、

特定路線のモビリティ・マネジメントを抽出して整理する。 
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① 居住者モビリティ・マネジメント 

内容 z 地域内の居住者を対象におこなうモビリティ・マネジメント。通勤・通学・買

い物・通院等さまざまな交通行動が対象となる。 

z TFP（トラベルフィードバックプログラム）やワークショップ形式で行う。 

z すべてのモビリティ・マネジメント施策の中でもっとも基本的な施策と位置づ

けることができる。 

効果 z 地域単位でモビリティ・マネジメントを実施することで、その地域に固有の

種々の交通問題（混雑、公共交通利用者離れ、中心市街地の衰退、過疎化等）

の改善が期待できる。 

特徴 z 居住地域を単位とする事によって、職業や年齢に係わらず様々な人々をモビリ

ティ・マネジメントの対象とすることができる。 

z 逆に、一定程度の規模で実施されないと目に見えた効果が現れにくい。 

 

居住者モビリティ・マネジメントの事例 

 場所 年度 実施主体 対象 効果の概要 備考 

1 札幌市 

江別市 

2000 北海道開発局 約 200 世帯

（約300名）

CO2 が全体として約

15％削減 

ダイアリー調査に

基づく標準 TFP。

事例 7 と同時に実

施 

2 大阪市

淀川区 

2001 大阪大学 居住者 

約 100 名 

一週間ダイアリー調査

の TFP で約 35％、一

日ダイアリー調査の

TFP で約 20％の CO2

が減少 

ダイアリー調査(1

日 vs1 週)に基づく

標準 TFP を実施 

3 大阪府

吹田市 

2002 大阪大学 居住者 

約 500 名 

バス利用頻度がバス非

利用層で 25％～90％

増加。バス利用層では

効果なし 

行動プランを実施する

方が、また、転入者の

方が効果が大きかった

ワンショット TFP、

転入者も対象に含

める 

4 兵庫県

川西市

猪名川

町 

2002

～

2003 

兵庫県 

近畿運輸局 

居住者 

約 700 名 

自動車利用距離が

15％～30％程度(全

体平均で約 25％)減少

簡易 TFP、一回目

の調査で参加者を

分割し、各グループ

毎に異なるコミュ

ニケーションを実

施 

5 大阪府

吹田市

豊中市 

2003 大阪大学 居住者 

約 170 名 

CO2 が TFP で 12％、

集団決定法で 20％削

減 

標準 TFP とワーク

ショップを用いた

集団決定法を実施 

6 札幌市 2003 国土交通省・ 

国土交通政策

研究所 

約 90 世帯 標準 TFP を採用した

群で自動車利用距離が

12％削減、公共交通利

用頻度が 72％増進 

ただし、情報機器導入

効果の測定はできなか

った 

行動プラン法に基

づく標準 TFP を実

施。一部に GPS 等

の情報機器を活用

した TFP を実施 
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② 学校モビリティ・マネジメント 

内容 z 学生・児童及び保護者の啓発活動 

効果 z 主たる対象は児童であり、長期的に児童に働きかけることにより、将来の交

通のあり様の改善可能性を期待できる。 

z また、児童を通じてそれぞれの世帯の人々を対象とするモビリティ・マネジ

メントを設計することもできる。そのようなモビリティ・マネジメントは、

学校の地域の交通問題の解消に寄与できるものと期待できる。 

特徴 z 学校教育、とりわけ義務教育過程の学校においてモビリティ・マネジメント

を実施することで、長期的には広範な国民を対象とすることが可能となる。

z 一般的には、この場合のモビリティ・マネジメントコミュニケーションの直

接的な実施主体は学校であり、具体的な実施者は個々のクラスの教諭である。

z その一方で、行政等は、学校が実施するモビリティ・マネジメントを支援す

る立場をとることが一般的であると考えられる。 

 

学校モビリティ・マネジメントの事例 

 場所 年度 実施主体 対象 効果の概要 備考 

1 札幌市 

 

2000 北海道開発局 札幌市内一小学校

の 5 年生の児童と

その家族(約 150

世帯・約 300 名)

CO2が全体として

約 15％削減 

ダイアリー調査に

基づく標準 TFP 

事例 1 と同時に実

施 

2 札幌市 2002 札幌市 札幌市内一小学校

の 5 年生の児童と

その家族(約 130

世帯・約 500 名)

CO2が全体として

10％削減(特に行

動プラン法を用い

た TFP を用いた

群では、CO2が

35％削減) 

標準 TFP 

行動プラン法の

TFP とダイアリ

ー調査に基づくア

ドバイス法の

TFP を比較 

3 大阪府

和泉市 

2002

～

2003 

大阪府、 

和泉市 

和泉市内の二小学

校の 5 年生の児童

約 200 名とその

家族 

CO2が全体として

約 15％削減 

標準 TFP 

行動プラン法を活

用 

4 大阪府

豊中市 

2003 国土交通省 

総合政策局 

豊中市内の一小学

校の 6 年生の児童

とその家族(3 ク

ラス・約 100 世

帯) 

交通に関するCO2

を一人当たり

4.2kg/週削減 

標準 TFP 

行動プラン法を活

用 
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③ 職場モビリティ・マネジメント 

内容 z 従業者の通勤及び業務時の交通に対する施策。 

z 通勤トリップ、業務トリップが交通に占める割合は概して高い以上、職場を

対象とすることでより効果的なモビリティ・マネジメントを実施することが

できる。 

効果 z 事務所等の職場において、就労者を対象にモビリティ・マネジメントを実施

することも可能である。 

z 通勤や業務のトリップの変容を効果的に促すモビリティ・マネジメントを設

計する事ができる。 

特徴 z 職場では、住民対象とは違い、概して高い参加率・協力率が得られることも

重要な特徴である。 

 

職場モビリティ・マネジメントの事例 

 場所 年度 実施主体 対象 効果の概要 備考 

1 金沢市 2001 金沢市 企業 10 社の

従業者(50 世

帯・約 100 名)

バスが約 3 割、自転

車が約 5 割増加 

ただし、CO2の微増

が確認されたが、季

節変動の可能性あり 

ダイアリー調査に

基づく標準 TFP

コーディネーター

方式を採用 

2 大阪府

門真市 

2003 大阪府、 

(社)関西経済

連合会 

一企業の従業

者 100 名 

自動車利用が約

10％削減、CO2を

10％、燃料消費量を

16％削減 

簡易 TFP。行動プ

ラン法を活用 

インターネットの

ウェブページを活

用した 

3 大阪府

北摂地

域 

2004 大阪府、 

(財)府みどり

公社 

民間 5 社、1

団体(231 名)

自動車分担率が

16％削減、CO2排

出量を 19％、燃料

消費量を 25％削減

簡易 TFP 

行動プラン法を活

用。インターネッ

トのウェブページ

を活用した 

4 大阪府 2004 国土交通省

近畿運輸局、

大阪府 

13 事業所 

(約 600 人) 

自動車分担率が 8％

削減、CO2 排出量が

13％、燃料消費量が

17％削減(速報値) 

簡易 TFP 

行動プラン法を活

用 

インターネットの

ウェブページを活

用した 
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④ 転入者モビリティ・マネジメント 

内容 z 他地域からの転入者に対しておこなうモビリティ・マネジメント。 

z 転入者向けの配布物に公共交通情報を追加するだけで効果がある。 

効果 z 新たな地域での自動車利用の習慣が形成される前に公共交通利用を促すこと

ができる。 

特徴 z 行動変容という点においては、居住者対象の TFP や職場における職員対象の

TFP 等よりも転入者対象の情報提供が格段に大きな効果を持っている。 

z 自治体等では、転入者用の配布物とそれを配布する窓口がすでに存在してお

り、既存の体制を利用することができる。 

 

転入者モビリティ・マネジメントの事例 

 場所 年度 実施主体 対象 効果の概要 備考 

1 高崎市  高崎市 市役所窓口に

転入手続きを

しに来た人 

バス利用回数が 3

倍に、電車利用回数

が 2 倍に 

配布物：①「かしこ

いクルマの使いかた

あを考えるプロジェ

クト 高崎」の封筒・

あいさつ状②市内公

共交通の路線図③バ

スの乗り方シート 

2 龍ヶ崎

市 

 龍ヶ崎市 市役所窓口に

転入手続きを

しに来た人 

自動車利用回数が

2 割減 

バス利用回数が 8

倍、電車利用回数が

2 倍に 

配布物：①「かしこ

いクルマの使いかた

あを考えるプロジェ

クト」の封筒・あい

さつを印刷したバス

クラフト葉書②コミ

ュニティバスの路線

図兼時刻表③コミュ

ニティバスの乗り方

シート 
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⑤ 特定路線モビリティ・マネジメント 

内容 z バスや鉄道、あるいは、高速道路の特定路線の「利用促進」を目的としたモビ

リティ・マネジメント。 

効果 z 居住地、職場、学校といったそれぞれにおけるモビリティ・マネジメントを「当

該特定路線の利用促進」を主目的として複合的に組み合わせて展開すること

で、より効果的な利用促進を期待することができる。 

特徴 z 行動変容を促す対象（居住地、事業所、学校等）が絞りやすく明確なために、

利用促進策の実施とともに行われることが多い。 

 

特定路線モビリティ・マネジメントの事例 

 場所 年度 実施主体 対象 効果の概要 備考 

1 阪神間

地域 

2001 阪神高速道

路公団 

阪神高速 3 号

神戸線利用者

(約 340 名) 

小型車の通勤通学

目的で、阪神間地域

の競合 3 路線利用

車における湾岸線

利用率が 13％増加

ワンショット TFP、

簡易行動プラン法を

活用 

2 帯広 2003 帯広市 約 1 万居住世

帯以上 

コミュニティバス

利用頻度が倍増 

ワンショット TFP、

デマンド型バスの利

用促進を主目的 

行動プラン法を活用

 



 87

5．1．2 簡易 TFP 調査の概要 

TFP（Travel Feedback Program）調査は、ひとり一人、あるいは一世帯ごとに個別にコ

ミュニケーションを図りながら、人々の意識と行動の自発的な変化を促す代表的なモビリテ

ィ・マネジメント施策である。 

代表的なものとしては「簡易 TFP」「標準 TFP」「ワンショット TFP」の三つが挙げられる

が、本業務では「簡易 TFP」を行う。 

 

図 5 - 2 TFP の分類とそのプログラム構成と特徴 

簡易 TFP は最大で事前調査とコミュニケーション・アンケート調査、及び事後調査の 3 段

階で行われるが、本業務では被験者の負担を軽くするために事前調査→バスマップ等の資料配

布→事後調査の 3 段階とした。 

（1） 事前調査 

事前調査の目的は、以下の 3 点である。 

z 調査への参加依頼 

z 基礎データの取得 

z TFP 効果を測定するための事前データの取得 

配布物は依頼状、調査票、回収用封筒の 3 点である。 

事前調査によって被験者を分類し、次の段階であるコミュニケーション・アンケートの形式

の検討や、資料配布する場合の時刻表・路線図等の情報の個別化を行うことが可能となる。 
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（2） コミュニケーション・アンケート調査 

コミュニケーション・アンケート調査は、人々に行動変容を働きかけるものである。 

本業務では、被験者の負担を軽くするために、このステップでは公共交通の利用を促進する

ための資料を配布するのみにとどめた。事前調査の回答内容による被験者の分類も行わず、一

律に資料配布をおこなった。 

 

図 5 - 3 簡易 TFP における事前調査による被験者の分類例 

 

TFP 効果をより適切に測定するためには、一部の被験者を「制御群」として対象からあえて

除外することが望ましい。 

※制御群とは 

制御群とは、モビリティ・マネジメント（MM）

を実施しない人々のグループである。 

図のように、ＭＭ施策群と制御群との間で、

「ＭＭを実施したかどうか」という点だけが違

うので、ＭＭによる効果が測定しやすい。 

なお、事前・事後調査から効果を測定する

場合、事前と事後の時点で測定指標が大きく

変わらないものであると予想できる場合に

は、必ずしも制御群を設ける必要はない。 

本業務では、制御群を設けてＴＦＰ効果を

適切に測定することとする。 

（3） 事後調査 

事後調査は、事前調査とほぼ同じ内容の調査票を配布し、コミュニケーション・アンケート

によって事前調査時と比べて被験者の意識がどの程度変わったかを把握する。 
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5．1．3 簡易 TFP 調査の実施 

箕面市においては、鉄道アクセスや市内バスサービスの不足、自家用車への過度な依存とい

った課題があるが、公共交通の利用を促進し、これらの課題を改善していくためには、ハード

対策だけでなく、継続的なモビリティ・マネジメントの取り組みが重要である。 

モビリティ・マネジメントは一般的には「自発的に変化することを促す」ものであり、箕面

市の地域特性や住民の特性を考慮して、効果的なモビリティ・マネジメントの取り組み方策の

検討をおこなうものである。 

 

本業務において、モビリティ・マネジメント施策のひとつとして、地域バランスを考慮し、

自治会単位で住民（通勤・買い物利用者等）を対象に、簡易 TFP を行った。 

なお、この簡易 TFP は、あくまで試行であり、地域の特性や住民の特性を的確に把握し、特

性に応じた今後の継続的な取り組みの検討のための資料とすることを目的としている。 

 

項目 内容 

対象者 公共交通のサービス充実の度合いや利用状況を踏まえて粟生団地、桜

ヶ丘の 2 地区を抽出。 

自治会内のまとまり（粟生団地：棟、桜ヶ丘：組）を単位として、そ

れぞれ約 500 世帯を対象とした。 

配布票数・回収票数 約 1000 票配布 

〔事前調査〕 

730 票回収（粟生団地：358 票、桜ヶ丘：372 票） 

〔事後調査〕 

665 票回収（粟生団地：334 票、桜ヶ丘：331 票） 

 →自治会の協力を得られたため、高い回収率が実現した。 

配布・回収方法 自治会を通じて配布。 

一週間後に自治会を通じて回収。 

 

実施時期 〔事前調査〕 

粟生団地：9 月 14 日～9 月 20 日 

桜 ヶ 丘：9 月 20 日～９月 27 日 

〔事後調査〕 

粟生団地：10 月 11 日～10 月 18 日 

桜 ヶ 丘：10 月 18 日～10 月 25 日 
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調査の流れ  

〔粟生団地（一般）、桜ヶ丘〕  

 ①事前調査 

   ↓（2 週間後） 

 ②資料配布 

   ↓（2 週間後） 

 ③事後調査 

 

 

【事前調査】⇒資料 5.1-1、5.1-2 

z 回答者の属性（性別、年代、家族の人数、おおまかな住所） 

z 最寄り駅、最寄のバス停 

z 自家用車の利用頻度・目的 

z 公共交通の利用頻度・目的 

z 車利用についての意識 

 

【資料配布】⇒資料 5.1-3～5.1-8 

「上手なクルマの使い方」（仮称）冊子、最寄の駅・バス停に関する

情報、北大阪急行の延伸計画に関する情報をあわせて提供し、被験者

に行動変容を働きかける。 

z お出かけマップ 

z 上手なクルマの使い方冊子 

 

調査項目 

【事後調査】⇒資料 5.1-9、5.1-10 

事前調査とほぼ同じ内容を聞き、行動変容の有無を確認する。 

さらに以下の項目を追加で質問した。 

z 現状のバスの問題点、改善して欲しい点 

z 循環バスの利用期待度 

z 北大阪急行の延伸による公共交通の利用機会 

 

〔粟生団地（制御群）〕 

 ①事前調査 

   ↓（4 週間後） 

 ②事後調査 

   ↓（1 週間後） 

 ③資料配布 
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資料 5.1 - 1 事前調査お願い状（粟生団地・A3 カラー） 
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資料 5.1 - 2 事前調査票（A４白黒） 
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資料 5.1 - 3 資料配布の案内状（粟生団地・A3 カラー） 
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資料 5.1 - 4 資料配布「お出かけマップ」（粟生団地用、表面）（A3 カラー） 
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資料 5.1 - 5 資料配布「お出かけマップ」（粟生団地用、裏面）（A3 カラー） 
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資料 5-1 - 6 資料配布「お出かけマップ」（桜ヶ丘用、表面）（A3 カラー） 
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資料 5-1 - 7 資料配布「お出かけマップ」（桜ヶ丘用、裏面）（A3 カラー） 
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資料 5.1 - 8 資料配布「上手なクルマの使い方」冊子（A5×8 ページ、カラー） 
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資料 5.1 - 9 事後調査お願い状（粟生団地・A3 カラー） 



 101

資料 5.1 - 10 事後調査票（A3 白黒） 
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5．1．4 簡易 TFP によるモビリティ・マネジメント（MM）の結果 

今回のモビリティ・マネジメント（MM）における調査結果をまとめると、以下のとおりで

ある。 

項目 調査結果 

自動車の利用回数が減少 自動車の利用回数（全目的） 

全体：－5.2%、粟生団地：－6.5%、桜ヶ丘：－4.1% 

自動車の利用回数（自由な移動目的） 

全体：－6.9%、粟生団地：－6.0%、桜ヶ丘：－7.5% 

自動車の利用回数（「公共交通への転換が期待できるグループ」） 

粟生団地：－11.6% 

公共交通の利用回数が増加 公共交通の利用回数（全目的） 

粟生団地：＋13.6% 

公共交通の利用回数（自由な移動目的） 

粟生団地：＋19.6% 

公共交通の利用回数（「公共交通への転換が期待できるグループ」）

全体：＋21.5%、粟生団地：＋60.7%、桜ヶ丘：＋4.1% 

公共交通への転換によるバスの利用回数（全目的） 

全体：＋183 回/月、粟生団地：＋169 回/月、桜ヶ丘：＋14 回/月 

公共交通の利用割合が増加 

（自動車の利用割合が減少） 

公共交通の利用割合（全目的） 

粟生団地：＋2.8% 

公共交通の利用割合（自由な移動目的） 

全体：＋3.0%、粟生団地：＋3.7%、桜ヶ丘：＋2.3% 

公共交通の利用割合（「公共交通への転換が期待できるグループ」）

全体：＋13.7%、粟生団地：＋18.4%、桜ヶ丘：＋9.8% 

自動車利用を控える意識が高まる 自動車利用を控える意識（自動車の利用を控えた方がよい） 

全体：＋3.8%、粟生団地：＋2.8%、桜ヶ丘：＋4.6% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

地球環境に対する改善効果 

自動車の走行距離が減少し、ＣＯ２の排出量削減に貢献

ＣＯ２の排出量 全  体：－12.55ｔ/月 

 粟生団地：－11.96ｔ/月 

 桜 ヶ 丘：－01.93ｔ/月 

モビリティ・マネジメント実施効果の検証 

（制御群との相対比） 

公共交通の利用回数が 1.3 倍増加 

（制御群との相対比） 

自動車の走行距離が 4%減少 
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「公共交通への転換が期待できるグループ」について 

自動車利用を控えた方がよい（「そう思う」又は「少しそう思う」と回答）と考えているが、自動

車交通の利用割合が高い世帯は、モビリティ・マネジメントを実施することによって公共交通への

転換が期待できると考えられる。条件に該当する世帯を「公共交通への転換が期待できるグループ」

とした。 
 

0.0
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自動車と公共交通の利用割合の定義について 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共交通の利用割合が高い 

自動車交通の利用割合が高い

自動車利用を控える意識が低い

自動車利用を控える意識が高い

公共交通への

転換が期待で

きるグループ 

青色の軸 全ての交通行動について、自動車を利用した回数と公共交通を利用した回数の割合を

自動車利用に対する公共交通の利用割合の比に応じて 11 段階にクラス分けを行った。

 
赤色の軸 自動車利用を控える意識について、「そう思う」「少しそう思う」「どちらとも言えな

い」「あまりそう思わない」「全くそう思わない」の回答毎に５段階にクラス分けを行

った。 
 
高  さ 回答世帯数を示している。 

全ての交通行動について、自動車を利用した回数と公共交通を利用した回数の割合に応じて、「自

動車中心」「自動車＋公共交通」「公共交通中心」にクラス分けを行った。  
 

自動車の利用回数について、[自動車の利用回数]：[公共交通の利用回数] の割合が 
６：４より [自動車の利用回数] の割合が大きくなる場合 ⇒  「自動車中心」 
６：４ ～  ４：６ の範囲内の場合 ⇒  「自動車＋公共交通」 
４：６より [自動車の利用回数] の割合が小さくなる場合 ⇒  「公共交通中心」 

と定義した。 
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（1） 自動車の利用回数の変化 

① 自動車の利用回数が減少 
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（単位：回/月） 

（左：MM 実施前 右：MM 実施後） 

世帯あたり（全目的） 
自動車の平均利用回数

調査地区全体では、世帯あたりの自動車の平均利用回数が 5.2％減少した（19.0→18.0 回/月）。 

地区別に見ると、粟生団地では、世帯あたりの自動車の平均利用回数が 6.5％減少し（19.7→18.5 回/

月）、桜ヶ丘では、世帯あたりの自動車の平均利用回数が 4.1％減少した（18.3→17.6 回/月）。 

両地区とも自動車の利用回数が減少したことから、自動車の過度な利用を控える観点からは一定の効果が

現れたものと考えられる。 
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② 不定期（自由目的）の移動で自動車の利用回数が減少 
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（単位：回/月） 

目的別 
自動車の利用回数 

自動車を利用した移動を目的別の利用回数を見ると、調査地区全体では、不定期（自由目的）の移動（買

物、その他の目的等）の利用回数が 6.9%減少した（5,119→4,765 回/月）。 

地区別に見ると、粟生団地では、不定期（自由目的）の移動の利用回数が 6.0％減少し（2,185→2,053

回/月）、桜ヶ丘では、不定期（自由目的）の移動の利用回数が 7.5%減少した（2,933→2,712 回/月）。

自動車の過度な利用を控えるように考えてもらうモビリティ・マネジメントでの施策は、定期的な移動よ

りも不定期（自由目的）の移動において効果が強く現れたものと考えられる。 

●全体 

●粟生団地 

●桜ヶ丘 

MM 実施前

 

MM 実施後

MM 実施前

 

MM 実施後

MM 実施前

 

MM 実施後
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（左：MM 実施前 右：MM 実施後） 

③ 粟生団地では「公共交通への転換が期待できるグループ」で自動車の利用回数が大きく減少 
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事前調査において「公共交通への転換が期待できるグループ」（自動車利用を控える意識は高いが、自動

車の利用割合が高い世帯）について、調査地区全体では、世帯あたりの自動車の平均利用回数が 6.8％減少

した（25.5→23.8 回/月）。 

地区別に見ると、粟生団地では、世帯あたりの自動車の平均利用回数が 11.6％減少し（25.8→22.8 回

/月）、桜ヶ丘では、世帯あたりの自動車の平均利用回数が 2.7％減少した（25.2→24.5 回/月）。 

全世帯の結果と比較すると、粟生団地では、自動車の利用回数の減少率が大きくなったことから、モビリ

ティ・マネジメントによって自動車の利用を控える効果が強く現れたものと考えられる。 

世帯あたり（全目的） 
自動車の利用回数 

●全体 

●粟生団地 

●桜ヶ丘 

平  均 μ=25.49 → 23.75（回/月）  増加率：▲6.8%
 
（参考：調査地区の全世帯） 
平  均 μ=18.96 → 17.97（回/月）  増加率：▲5.2%

平  均 μ=25.82 → 22.82（回/月）  増加率：▲11.6%
 
（参考：粟生団地の全世帯） 
平  均 μ=19.73 → 18.45（回/月）  増加率：▲6.5%

平  均 μ=25.21 → 24.54（回/月）  増加率：▲2.7%
 
（参考：桜ヶ丘の全世帯） 
平  均 μ=18.33 → 17.58（回/月）  増加率：▲4.1%
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（2） 公共交通の利用回数の変化 

① 粟生団地では公共交通の利用回数が増加 
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（単位：回/月） 

（左：MM 実施前 右：MM 実施後） 

世帯あたり（全目的） 
公共交通の平均利用回数

調査地区全体では、世帯あたりの公共交通の平均利用回数に大差はなかった（14.5→14.4 回/月）。 

地区別に見ると、粟生団地では、世帯あたりの公共交通の平均利用回数が 13.6％増加したが（11.7→

13.3 回/月）、桜ヶ丘では、世帯あたりの公共交通の平均利用回数が 4.1％減少した（16.8→15.3 回/月）。

粟生団地では、事前の調査で自動車利用の平均利用回数が多かったが、事後の調査では自動車の平均利用

回数が減少し、公共交通の利用回数が増加した。これは、モビリティ・マネジメントによって公共交通への

利用促進が図られた結果であると考えられる。 
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② 粟生団地では不定期（自由目的）の移動で公共交通の利用回数が増加 
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（単位：回/月） 

目的別 
公共交通の利用回数

世帯あたりの公共交通を利用した移動を目的別の利用回数を見ると、調査地区全体では、不定期（自由目

的）の移動（買物、その他の目的等）の利用回数に大差はなかった（1,549→1,536 回/月）。 

地区別に見ると、粟生団地では、不定期（自由目的）の移動の利用回数が 19.6％増加したが（634→758

回/月）、桜ヶ丘では、不定期（自由目的）の移動の利用回数が 37.4%減少した（1,338→828 回/月）。

粟生団地では、不定期（自由目的）の移動において自動車の利用回数が減少していることから、モビリテ

ィ・マネジメントによって自動車から公共交通への転換が促進されたものと考えられる。 

●全体 

●粟生団地 

●桜ヶ丘 

MM 実施前

 

MM 実施後

MM 実施前

 

MM 実施後

MM 実施前

 

MM 実施後



 109

③ 「公共交通への転換が期待できるグループ」で公共交通の利用回数が増加 
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事前調査において「公共交通への転換が期待できるグループ」（自動車利用を控える意識は高いが、自動

車の利用割合が高い世帯）について、調査地区全体では、公共交通の平均利用回数が 21.5%増加した（6.60

→8.02 回/月）。 

地区別に見ると、粟生団地では、公共交通の平均利用回数が 60.7%と大幅に増加し（4.40→7.07 回/

月）、桜ヶ丘でも、公共交通の平均利用回数が 4.1%増加した（8.46→8.82 回/月）。 

全世帯の結果と比較すると、自動車利用を控える意識が高い世帯においては、桜ヶ丘でも公共交通の利

用回数が増加に転じる等公共交通の利用が強く促進された結果となり、モビリティ・マネジメントによる

効果が強く現れたものと考えられる。 

世帯あたり（全目的） 
公共交通の利用回数

●全体 

●粟生団地 

●桜ヶ丘 

平  均 μ= 6.60 → 8.02（回/月）  増加率：21.5% 

 
（参考：調査地区の全世帯） 
平  均 μ=14.50 →14.36（回/月）  増加率：▲1.0% 

平  均 μ= 4.40 → 7.07（回/月）  増加率：60.7% 

 
（参考：粟生団地の全世帯） 
平  均 μ=11.69 →13.28（回/月）  増加率：13.6% 

平  均 μ= 8.46 → 8.82（回/月）  増加率： 4.1% 

 
（参考：桜ヶ丘の全世帯） 
平  均 μ=16.82 →15.26（回/月）  増加率：▲9.3%

（左：MM 実施前 右：MM 実施後） 
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④ 自動車から公共交通への転換によって、バスの利用回数が増加 
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（単位：回/月） 

（左：MM 実施前 右：MM 実施後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動車交通から公共交通への転換によって、調査地区全体では、バスの利用回数が 8.1%増加した。

（2,941→3,180 回/月） 

地区別に見ると、公共交通の利用回数が増加していた粟生団地では、バスの利用回数が 16.6%増加した

が（2,434→2,838 回/月）、公共交通の利用回数が減少していた桜ヶ丘では、バスの利用回数も 32.7%

減少した（508→342 回/月）。 

ただし、「公共交通への転換が期待できるグループ」で見た場合には、調査地区全体では、バスの利用回

数が 56.1%増加し（326→509 回/月）、地区別に見ても、粟生団地では、バスの利用回数が 67.9%増

加し（249→418 回/月）、桜ヶ丘でも、バスの利用回数が 18.2%増加した（77→91 回/月）。 

このように、交通行動の変化は「公共交通への転換が期待できるグループ」で、公共交通の利用が促進

される等大きく変化し、バスの利用者数（回数）が増加することが認められた。 

バス利用促進においても、モビリティ・マネジメントが有効な施策のひとつとなり得るものと考えられ

る。 

バスの利用回数の増加（自動車から公共交通への転換分） 

[公共交通に転換したトリップ数]×[転換トリップのうちバス利用を含むトリップの割合 ] 

↑ 

粟生団地：公共交通へ転換したトリップの全てにバス利用を含むと想定し、100%とした 

桜 ヶ 丘：公共交通へ転換したトリップには鉄道のみの利用も含まれていると考えられるた

め、目的地により鉄道のみのトリップ数を推定し、残りのトリップについては、

バス利用を含むトリップと推定した（56.0%と推定） 

 

「公共交通への転換が期待できるグループ」のバスの利用回数 

調査地区 ＝ ＋ 183 回/月（56.1%増加） 

粟生団地 ＝ ＋ 169 回/月（67.9%増加） 

桜 ヶ 丘 ＝ ＋ 014 回/月（18.2%増加） 

「公共交通への転換が期待できるグループ
バスの利用回数 
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（3） 自動車と公共交通の利用割合の変化 

① 粟生団地では公共交通の利用割合が増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.00%

49.05%

21.47%

21.26%

30.53%

29.68%

自動車中心 自動車＋公共交通 公共交通中心

 

 

55.35%

52.56%

20.93%

23.26%

23.72%

24.19%

自動車中心 自動車＋公共交通 公共交通中心

 

 

41.92%

46.15%

21.92%

19.62%

36.15%

34.23%

自動車中心 自動車＋公共交通 公共交通中心

 

自動車と公共交通の利用割合について、調査地区全体では、「自動車中心」の利用割合に大差はなかった

（48.0→49.1%）。 

地区別に見ると、粟生団地では、「自動車中心」の利用割合が減少して（55.4→52.6%）、公共交通を利

用（「自動車＋公共交通」、「公共交通中心」）した利用割合が 2.8％増加した（44.7→47.5%）。桜ヶ丘で

は、「自動車中心」の利用割合が 4.3％増加した（41.9→46.2%）。 

粟生団地では、事前の調査で自動車利用の割合が高かったが、事後の調査では自動車中心の移動から公共

交通を利用した移動に変化しており、モビリティ・マネジメントによる公共交通への利用促進が図られたも

のと考えられる。背景として、粟生団地は箕面市内の中でもバスのサービスレベルが高い地区であり、今回

のようにバスの利用促進を図ったモビリティ・マネジメントでは、効果が出やすかったものと考えられる。

桜ヶ丘では、事後調査において交通行動が全般的に減少した影響で、全目的において自動車の利用割合が

上昇したものと考えられる。 

●全体 

●粟生団地 

●桜ヶ丘 

MM 実施前

 

MM 実施後

MM 実施前

 

MM 実施後

MM 実施前

 

MM 実施後

世帯あたり（全目的） 
自動車と公共交通の利用割合
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② 自由な移動目的で公共交通の利用割合が増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.89%

46.95%

37.89%

38.32%

12.21%

14.74%

自動車中心 自動車＋公共交通 公共交通中心

 

 

41.86%

38.14%

46.98%

49.30%

11.16%

12.56%

自動車中心 自動車＋公共交通 公共交通中心

 

 

56.54%

54.23%

30.38%

29.23%

13.08%

16.54%

自動車中心 自動車＋公共交通 公共交通中心

 

自由な移動目的（買物目的）での自動車と公共交通の利用割合について、調査地区全体では、「自動車中

心」の利用割合が減少して（49.9→47.0%）、公共交通を利用（「自動車＋公共交通」、「公共交通中心」）

した割合が 3.0%増加した（50.1→53.1%）。 

地区別に見ると、粟生団地では、「自動車中心」からの公共交通を利用（「自動車＋公共交通」、「公共交通

中心」）した割合が 3.7％増加し（58.14→61.86）、桜ヶ丘でも、同様に 2.3％増加した（43.5→45.8%）。

粟生団地では、事前の調査で自動車利用の割合が高かったが、事後の調査では自動車中心の移動から公共

交通を利用した移動に変化しており、ＭＭによる公共交通への利用促進が図られたものと考えられる。背景

として、粟生団地は箕面市内の中でもバスのサービスレベルが高い地区であり、今回のようにバスの利用促

進を図ったＭＭでは、効果が出やすかったものと考えられる。 

桜ヶ丘では、事後調査において交通行動の減少がした影響で、全目的では自動車の利用割合が上昇してし

まったが、不定期（自由）な移動では粟生団地と同様に自動車中心の移動から公共交通を利用した移動に変

化している。こうしたことから、過度な自動車利用を控えるという観点で、モビリティ・マネジメントによ

る一定の効果が現れたものと考えられる。

●全体 

●粟生団地 

●桜ヶ丘 

MM 実施前

 

MM 実施後

MM 実施前

 

MM 実施後

MM 実施前

 

MM 実施後

世帯あたり（買物目的）
自動車と公共交通の利用割合
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③ 「公共交通への転換が期待できるグループ」で公共交通への転換が促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

87.79%

74.05%

12.21%

22.14% 3.82%

自動車中心 自動車＋公共交通 公共交通中心

 

 

91.67%

73.33%

8.33%

23.33% 3.33%

自動車中心 自動車＋公共交通 公共交通中心

 

 

84.51%

74.65%

15.49%

21.13% 4.23%

自動車中心 自動車＋公共交通 公共交通中心

 

 

事前調査において「公共交通への転換が期待できるグループ」（自動車利用を控える意識は高いが、自動

車の利用割合が高い世帯）について、調査地区全体では、「自動車中心」の利用割合が 13.7%減少して（87.8

→74.1%）、公共交通を利用（「自動車＋公共交通」、「公共交通中心」）した移動に変わった（12.2→26.0%）。

地区別に見ると、粟生団地では、「自動車中心」の利用割合が 18.4%減少し（91.7→73.3%）、桜ヶ丘

でも、「自動車中心」の利用割合が 9.8%減少した（84.5→74.7%）。 

自動車利用を控える意識は高い世帯では、モビリティ・マネジメントによって自動車交通から公共交通へ

の転換が促進されたものと考えられる。 

●全体 

●粟生団地 

●桜ヶ丘 

MM 実施前 

 

MM 実施後 

MM 実施前 

 

MM 実施後 

MM 実施前 

 

MM 実施後 

世帯あたり（全目的） 
自動車と公共交通の利用割合



 114

（4） 自動車利用に対する意識の変化 

① 自動車利用を控える意識が高まる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.11%

40.42%

17.05%

18.53%

33.47%

29.89%

4.42%

3.37%

そう思う 少しそう思う
どちらとも
言えない

あまり
そう思わない

3.79%

4.84%

全く
そう思わない

無回答

3.16%

2.95%

 

 

33.95%

37.21%

17.67%

17.21%

38.14%

35.35%

4.65%

3.72%

そう思う 少しそう思う
どちらとも
言えない

あまり
そう思わない

3.26%

4.65%

全く
そう思わない

無回答

2.33%

1.86%

 

 

41.54%

43.08%

16.54%

19.62%

29.62%

25.38%

4.23%

3.08%

そう思う 少しそう思う
どちらとも
言えない

あまり
そう思わない

5.00%

4.23%

全く
そう思わない

無回答

3.85%

3.85%

 

 

 

調査地区全体では、自動車の利用を控える意識が 3.8%高くなった。（55.2→59.0%） 

地区別に見ると、粟生団地では、自動車の利用を控える意識が 2.8%高くなり（51.6→54.4%）、桜ヶ

丘では、自動車の利用を控える意識が 4.6%高くなった。（58.1→62.7%） 

自動車の利用のあり方を考えてもらう機会を得たことにより、自動車の利用を控える意識が高くなったこ

とから、公共交通の利用割合が増加するとともに、継続的なモビリティ・マネジメントによって更なる自動

車交通から公共交通への転換が期待できる環境が構築できたものと考えられる。 

●全体 

●粟生団地 

●桜ヶ丘 

MM 実施前

 

MM 実施後

MM 実施前

 

MM 実施後

MM 実施前

 

MM 実施後

自動車の利用を控える意識
「クルマの利用を控えた方がよい」
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（5） 地球環境に対する改善効果 

① 自動車の走行距離を削減し、ＣＯ２の排出量削減に貢献 
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591.6

392.8
415.3

463.0

375.8

0km/月 

100km/月 

200km/月 

300km/月 

400km/月 

500km/月 

600km/月 

全体 粟生団地 桜ヶ丘
 

（左：MM 実施前 右：MM 実施後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査地区全体では、世帯あたりの自動車の走行距離が 14.0%削減された（482.8→415.3km/月）。

地区別に見ると、粟生団地では、世帯あたりの自動車の走行距離が 21.7%削減され（591.6→

463.0km/月）、桜ヶ丘では、世帯あたりの自動車の走行距離が 4.3%削減された（392.8→375.8km/

月）。 

交通行動の変化は、自動車による移動が減少したことに加え、自動車の走行距離の削減にも繋がった。

自動車交通から排出されるＣＯ２（二酸化炭素）の削減という環境面からも一定の効果があったものと考

えられる。 

世帯あたり 
自動車の走行距離 

ＣＯ２排出の削減効果 

 

[自動車交通の削減量]×[対象の世帯数] 

↑ 

（削減キロ数×自動車のＣＯ２原単位） 

 

調査地区 ＝ 12.55ｔ/月 

粟生団地 ＝ 11.96ｔ/月 

桜 ヶ 丘 ＝ 01.93ｔ/月 

 

※ 自動車のＣＯ2原単位は、「費用便益分析マニュアル」（国土交通省道路局 都市・地方整備局）に

掲載された客観的評価指標（環境－地球環境保全）で示された基準で算出（リンク平均走行速度

は 30km/h、車種は「小型」で想定：186g-CO2/km・台）。 

※ 調査地区は 1,000 世帯、粟生団地、桜ヶ丘は調査を実施したそれぞれ 500 世帯分で計算 
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（6） モビリティ・マネジメント（MM）の効果の検証 

今回の調査では、対象地区の住民に対して自動車から公共交通への転換を促すためのさまざまな

資料配付（有用な情報の提供）を実施したが、ＴＦＰの効果を適切に測定するために、粟生団地の

一部の世帯（被験者）には資料配付を行わない「制御群」を設けた。 

資料配付を行った「ＭＭ施策群」と行わなかった「制御群」（いずれも粟生団地）との差を比較し

た。 

 

① ＭＭ施策群は、制御群との相対比で、公共交通の利用回数が 1．3 倍増加 

 

 

 

 

 

 公共交通の平均利用回数の変化 （単位：回/月） 
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 制御群を１とした場合の比率 
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公共交通の利用回数の変化について「ＭＭ施策群」と「制御群」とを比較した場合、「ＭＭ施策群」では

ＭＭ実施前とＭＭ実施後で公共交通の平均利用回数が 13.6％（1.6 回／月）増加したのに対して、「制御群」

は 10.5％（0.6 回／月）減少した。 

制御群で基準化

制 御 群 と の 相 対 比 で

2.9/2.3≒1.3 倍増加 
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② ＭＭ施策群は、制御群との比較で、自動車の走行距離が 4%減少 

 

 

 

 

 自動車の平均走行距離の変化 （単位：km/月） 
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 制御群を１とした場合の比率 
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このように、モビリティ・マネジメントを実施した世帯では、実施前の結果と比較して、公共交通

の利用が促進されて自動車の過度な利用を控えられたために自動車の走行距離が削減される等、モビ

リティ・マネジメントの効果が認められる結果となった。 

なお、分析にあたって、桜ヶ丘地区では全体の交通行動が減少（公共交通の利用総回数も減少）し

ていたことから、モビリティ・マネジメントの効果がわかりにくい部分もあったが、実際にはモビリ

ティ・マネジメントを実施したことによって、「公共交通の転換が期待できるグループ」では公共交通

の利用回数が増加する等、一定の効果があったものと考えられる。 

桜ヶ丘ではＴＦＰの効果を適切に測定するための制御群が確保出来なかったために、事前と事後で

基準化することが出来ず、分析が難しくなったことから、今後モビリティ・マネジメントの実施の有

無による効果を測定する場合においては、サンプルとなる制御群の確保をいかにして行うかが課題と

なる。 

世帯あたりの自動車の走行距離の変化について「ＭＭ施策群」と「制御群」とを比較した場合、「ＭＭ施

策群」ではＭＭ実施前とＭＭ実施後で自動車の平均走行距離が 21.7％（128.6km／月）減少したのに対し

て、「制御群」は 18.4％（43.2km／月）の減少に留まった。 

制御群で基準化

制 御 群 と の 相 対 比 で

2.4/2.5≒0.96 倍 

ゆえに、4%減少 
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5．1．5 今後のモビリティ・マネジメント（MM）の展開に向けて 

（1） 対象地区について 

今回のモビリティ・マネジメント（MM）では、箕面市内から２地区（粟生団地、桜ヶ丘）

を選定して実施した。 

両地区の特徴は概ね以下のとおりである。 

 

表 5 - 2 調査地区の特徴 

粟生団地 桜ヶ丘 

・ 鉄道駅からの距離があり、徒歩アクセスは

困難。 

・ 徒歩圏に鉄道駅（阪急桜井駅）がある（鉄

道を使いやすい環境にある）。 

・ 鉄道フィーダー型のバスのサービスレベ

ルが高い（運行系統、運行本数）。（バスを

利用した移動を選択しやすい環境にある）

・ バスサービスは高くない（路線か限ら

れ、運行本数も多くない）。 

・ 自動車の利用が多く（回数、距離）、公共

交通の利用が少ない。結果として、約 55%

の世帯は「自動車中心」の移動を行う世帯

となっている。「公共交通中心」の世帯は

約 25%である。 

・ 自動車の利用は、粟生団地と比べると少

なく（利用回数、利用距離）、公共交通

の利用が多い。約 42%の世帯が「自動

車中心」の移動を行う世帯となってお

り、「公共交通中心」の世帯は約 36%で

ある。 

・ 通勤目的で自動車を利用する割合が高い

（「自動車中心」が 31%）。バスとの乗り

換えによる所要時間の増加等が公共交通

利用の抵抗になっていると考えられる。 

・ 通勤目的での自動車の利用割合が低い

（「自動車中心」は 22%）。都心方面の

鉄道利用の通勤が多いためと考えられ

る。 

・ 買い物目的では、「自動車中心」の割合は

桜ヶ丘団地よりも低くなり（約 40%）、「自

動車＋公共交通」の割合が高くなる（約

49%）。千里中央へのバスアクセスが充実

していること等が要因と考えられる。 

・ 買い物目的では 53%の世帯が「自動車

中心」となっており、市内や千里中央方

面への公共交通のサービスが高くない

ことから、自動車を利用する傾向が高い

ことが要因と考えられる。 

・ 平均走行距離は約 1550km／月で、桜ヶ

丘団地の 2 倍以上となっている。300km

／月以下の利用は約 47%、700km／月を

超える割合は約 32%である。 

・ 平均走行距離は約 710km/月で粟生団

地の半分以下である。300km/月以下で

約 54%を占め、700km／月を超える

割合は 25%である。通勤での利用が少

ないこと等から、比較的短距離の利用が

多いと考えられる。 

 ・ 70 歳以上の高齢者の割合が多い。 

・ 自動車交通の利用を控え、公共交通を利

用することに対する意識は総じて高い。
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これらの地区の特徴を踏まえ、TFP の結果を見ると、以下の知見が得られる。 

 

・自動車から公共交通への転換傾向は粟生団地の方が高かった。これは、粟生団地では、

バスのサービスレベルが高いため、自動車から公共交通へ転換しやすい環境にある一方

で、桜ヶ丘では、バスのサービスが高いとは言えないため、選択肢が限られたためと考

えられる。 

・通勤目的での移動については、粟生団地、桜ヶ丘ともに転換傾向は低く、買物等の自由

な目的での転換傾向が高かった。通勤交通は、目的地の固定、定期券の保有等、長期的

に交通手段選択が固定化する傾向が強い一方で、自由目的での移動は、人数や目的地等

が様々であり、交通手段の選択に幅があるためと考えられる。 

・地区全体としての転換傾向が低かった桜ヶ丘においても、「公共交通への転換が期待でき

るグループ」に絞ってみると、粟生団地と同様の転換傾向が認められた。また粟生団地

については、グループを絞り込むと、さらに明確な転換傾向が確認できた。 

・バスサービスの改善意識として、粟生団地では料金施策や乗り継ぎ改善といったニーズ

が高かったのに対し、桜ヶ丘は路線図やバス停のわかりやすさの割合が高かった。粟生

団地の場合は、バスサービスはある程度認知されており、具体のサービスに踏み込んだ

指摘となっているが、桜ヶ丘については、バスサービスレベルが高くないこともあり、

全体としてバスサービスの認知度も低いと考えられる。 

 

箕面市内で今後モビリティ・マネジメント（MM）を展開の対象となりうる地区については、

こうした２地区の特徴やモビリティ・マネジメント（MM）での成果を反映して、より効果的

な方策を展開していく必要がある。 
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（2） ターゲットについて 

（1）でまとめた知見等から、今後箕面市におけるモビリティ・マネジメント施策を展開するに

あたっては、市全体への周知・浸透を図るとともに、以下に示す施策のターゲットを意識する

ことも必要であると考えられる。 

 

z 自動車の利用割合や公共交通転換意識が高いグループ 

「公共交通への転換が期待できるグループ」（自動車の利用を控える意識が高いが自動車の利用

割合が高い世帯）の場合、公共交通の利用を選択するのに必要な環境（公共交通のサービスの改

善や利用するために必要な情報の提供）の提供によって、自動車から公共交通への転換が促進さ

れるものと期待される。 

そこで、事前調査において「公共交通への転換が期待できるグループ」と認められた世帯につ

いては、より積極的にアプローチを行っていくモビリティ・マネジメント（MM）施策群と位置

づけて、効率的なモビリティ・マネジメント施策を展開していくといった対策も考えられる。 

 

z 自由目的での移動 

通勤トリップは利用が固定化しており、都心方向を向いた大量のトリップのため、対策をとり

やすいトリップと考えられる。一方、自由目的トリップは方向がまちまちで、各方向別の量もま

とまっていない等、そもそも対策がとりにくいトリップである。 

パーソントリップ調査の結果等からは、自由目的トリップの増加が確認されており、箕面市に

おいても今後は自由目的トリップにおいて、公共交通の利用促進を図る必要があると考えられる。 

今回の TFP 調査からは、特に自由目的での効果が期待できる結果となったため、モビリティ・

マネジメント（MM）施策が自由目的トリップにおける公共交通利用促進の有効な手段の一つに

なると考えられる。そこで、自由目的トリップで活用できるような情報を提供するといった対策

（例：おでかけマップの情報充実、ウェブでの情報配信）も考えられる。 
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5．1．6 継続的なモビリティ・マネジメント（MM）施策について 

（1） 箕面市におけるモビリティ・マネジメント（MM）の考え方 

ここでは、今後箕面市で継続的に行っていくモビリティ・マネジメント施策について検討す

る。 

今回、箕面市によって先導的に試行した居住者モビリティ・マネジメント（MM）は、粟生

団地及び桜ヶ丘の２つの地区において簡易 TFP を実施することで一定の成果を上げたといえ

る。住宅都市であるという箕面市の特性を踏まえ、自家用車の代替となる公共交通手段（電車、

バス）が近くにあること、自治会の協力が得られること等の条件を備えた地区で優先的にモビ

リティ・マネジメントを推進することが可能である。最終的には対象を箕面市全域に広げてい

くこと目指す。 

特に、市外からの転入者については、箕面市の公共交通について情報をあまり持っていない

場合が多いと考えられ、自家用車での移動習慣が身につく前に転入者モビリティ・マネジメン

ト（MM）によって積極的な情報提供を行うことが望ましい。 

また、大阪府のなかでも自動車依存が高い箕面市では、子供の頃から自家用車での移動の機

会が多いと考えられるため、学校における児童の啓発が効果的であると考えられる。また、児

童を通じて、その保護者に対しても公共交通利用に対する意識の向上が図れると考えられ、学

校モビリティ・マネジメント（MM）による効果が期待できる。 

 

これらから、箕面市における継続的なモビリティ・マネジメントの取り組みとして、以下の

施策を継続的に行っていくことを検討する。 

① 一定の地区を対象とする居住者モビリティ・マネジメント 

② 市役所窓口での情報提供による転入者モビリティ・マネジメント 

③ 小学校と連携しての学校モビリティ・マネジメント 

なお、その他のモビリティ・マネジメント施策についても合わせて、5.1.1 で整理したモビリ

ティ・マネジメント施策を箕面市に適用することを想定して、その実施主体・適用の考え方・

適用する場合の考え方及び課題を次頁のように整理した。 
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表 5 - 3 モビリティ・マネジメント施策の箕面市での適用について 

施策 概要及び実施主体 箕面市での適用の考え方 適用の課題 

居住者 地域居住者を対象とした

モビリティ・マネジメン

ト 

（実施主体：箕面市、市民

（地域住民・NPO 等）、交

通事業者） 

今回の TFP と同様の手法で、一定の

まとまりのある地区を対象として実

施する。対象地区を広げていき、最

終的には市内全域で実施する。 

今回の試行で一定の効果がで

ることが確認できた。 

対象地区の選定。 

 

学校 学校教育現場におけるモ

ビリティ・マネジメント 

（実施主体：箕面市及び学

校） 

学生・児童及び保護者が対象となる

が、長期的な働きかけが必要である。

効果の発現までに時間がかかること

が予想される。 

学校側の協力・保護者の理解

が必要である。大阪府で平成

14 年度から実施して実績を

あげているプログラムを活

用。 

職場 職 場に おける モビ リ テ

ィ・マネジメント 

（実施主体：企業経営者） 

クルマから公共交通への転換が期待

できる、まとまった自動車通勤者を

擁する企業に対して、経営者が行う。

箕面市では該当する企業がほ

とんどないと考えられる。 

転入者 

 

自治体への転入者を対象と

したモビリティ・マネジ

メント 

（実施主体：箕面市） 

居住者モビリティ・マネジメント

の一種。 

小野原西、箕面森町等の新たな転入

者が期待できる地区があることか

ら、効果的であると考えられる。 

提供する情報の内容（どの地

域を対象とするか、等）の検

討が必要である。 

 

大学 大学キャンパスへの通勤通

学者を対象としたモビリ

ティ・マネジメント 

（実施主体：大学） 

大学の協力を得て、アンケート等に

より通勤・通学の実態を調査し、効

果のありそうな大学を対象として抽

出する。 

現状の把握が必要。（自動車利

用は少ないと考えられる） 

大学の協力が必要である。 

 

病院 病院への通院通勤者を対象

としたモビリティ・マネ

ジメント 

（実施主体：病院） 

箕面市立病院等の大規模な病院にお

ける通勤者及び通院者に対して、公共

交通利用を促すことが考えられる。 

クルマ利用者の現状を把握す

る必要がある。 

観光地 観光客を対象としたモビリ

ティ・マネジメント 

（実施主体：箕面市、交

通事業者、関係団体等） 

勝尾寺等北部の観光地の駐車場でク

ルマ利用者に公共交通利用を促すこ

とが考えられる。 

季節による変動が大きく、市外

からの単発客が多いと思われる

ことから、実施内容についてよ

り詳細に検討する必要がある。

大 型

SC 

大型 SC（ショッピング・

センター）への買い物客を

対象としたモビリティ・

マネジメント 

（実施主体：商業施設） 

Visola、SSOK において、パンフレ

ット等を配布して公共交通の利用を

促すことが考えられる。 

現状の把握が必要。 

買い物が目的である場合等は

配慮が必要である。 

※ 太枠は実施を検討するモビリティ・マネジメント 
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（2） 継続的なモビリティ・マネジメント（MM）施策について  

これまでの検討結果から、今後箕面市において継続的におこなうモビリティ・マネジメント施策

として望ましいと考えられる ①一定の地区を対象とする居住者モビリティ・マネジメント ②市

役所窓口での情報提供による転入者モビリティ・マネジメント ③小学校と連携しての学校モビリ

ティ・マネジメント についてそれぞれ整理する。 

 

① 一定の地区を対象とする居住者モビリティ・マネジメント 

内容 z 地域内の居住者を対象におこなう。通勤・通学・買い物・通院等さまざまな

交通行動を対象とする。 

z TFP（トラベルフィードバックプログラム）で行う。 

z なるべく自治会の協力を得て、調査票等の配布、回収を行う。 

z 取り組みが周知されるのに合わせて、最終的には対象を市全域に広げる。 

 

期待できる効果 z 過度に依存している自動車利用からの脱却、CO2 排出の抑制 

z 公共交通の利用促進 

 

今後検討すべき

事項 

z 市内を一定のエリアに分け、その中で効果が期待できるモデル地区を選定す

る。 

z 自治会の協力が得られるか、現状でクルマに代わる交通手段が確保されてい

るか等の条件から対象地区を絞り込む。 

 

 

■公共交通利用促進のためのモビリティ・マネジメント施策の今後の展開 

当面、市が主体となってモビリティ・マネジメント（MM）に取り組んでいき、段階的に自治会・

NPO 等市民へとその役割を移していく。 

モビリティ・マネジメントの取り組み方策検討 市によるモビリティ・マネジメントの実施 市民等による自主的な拡大

z 本協議会において、粟生団

地と桜ヶ丘地区において

ＴＦＰ調査を実施。 

z 今後の継続的な取り組み

について検討。 

z 市内を一定のエリアにわ

け、モデル地区（積極的に

参加する意思を示した自

治会等）を選定して段階的

にモビリティ・マネジメン

トを実施。 

z 特にＭバスと路線バスと

の連携一体化に伴う社会

実験終了までは継続。 

z 自治会、ＮＰＯ、阪急バス

等が協力してバスマップ

の更新、印刷、配布を継続

して実施。 

z TFP 調査に積極的な自治

会等に対して、市はノウハ

ウの提供等を支援する。

z 市全体の公共交通利用促

進により、箕面市全体で公

共交通利用者が増加し、Ｃ

Ｏ２が削減されることが期

待できる。 

z 自治会やＮＰＯ、阪急バス

等と協議を行い、バスマッ

プの更新、印刷、配布等を

継続して実施できる手法

を確立。 
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② 市役所窓口での転入者モビリティ・マネジメント 

内容 z 今後見込まれる他地域からの転入者に対して、転入手続きを行う窓口で公共

交通に関する情報を配布する。 

z 配布物は、上手なクルマの使い方、バス路線図、時刻表等 

 

期待できる効果 z 既存の公共交通（特にバス）利用の促進。新規路線への要望・需要の明確化。

z 行動変容という点においては、居住者や職場における TFP より大きな効果

が期待できる。 

z 市役所では転入者用の配布物とそれを配布する窓口がすでにあるため、既存

の体制を利用することができる。 

 

今後検討すべき

事項 

z 転入者の多い地区をいくつか想定し、それぞれに提供する情報内容を検討す

る。 

z 新市街地に特化したバスマップ等を関連事業者の協力を得て作成する。 

 

 

今後、箕面市においてまとまった転入者が見込まれるのは箕面森町や小野原地区で、これらの地

区に特化した情報をまとめたバスマップ等を作成し、転入手続きの際に市役所窓口にて配布するこ

とが望ましい。 

バスマップ等の作成では、盛り込む情報等について、簡易 TFP での情報提供を通じて得た作り方

を対象地区に合わせて応用することで、より大きな効果が期待できる。 
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③ 小学校と連携しての学校モビリティ・マネジメント 

内容 z 大阪府で行っている「交通・環境学習プログラム」を活用して、小学校にお

けるモビリティ・マネジメントを実施する。 

 

期待できる効果 z 小学生の環境問題への関心を高める。ひいては、将来の交通の有様の改善可

能性を期待できる。 

z 児童を通じて保護者、家族の啓蒙・啓発が可能なため、地域の交通問題の解

消に寄与できる。 

 

今後検討すべき

事項 

z 協力の得られる学校の選定 

z 大阪府との調整 

 

 

 

■参考：大阪府の「交通・環境学習プログラム」 

 

大阪府で進めている“TDM（交通需要マネジメント）”施策の一環として、クルマに過度に依存し

ないライフスタイルへと意識付けしてもらうことを目的として「交通・環境学習プログラム」を実施

している。 

 

プログラムの概要 

テーマ「交通と環境」 

実験・体験学習が中心！ -「課題発見学習」と「実線学習」の組み合わせ 

自由に授業計画！ -学校の授業計画に応じて支援 

プログラムの流れ 

 

授業構成例 

①「校区内の空気を調べよう」＋「ふだんのくらしの中で CO2 を減らそう」 

②出前講座「クルマ大集合」＋「かしこいクルマの使い方を考える」 

③「地球温暖化を知っていますか」＋「校区内の空気を調べよう」＋「ふだんのくらしの中で CO2

を減らそう」（または「かしこいクルマの使い方を考える」） 

④出前講座「コミュニティバス体験乗車」＋「みんなが使う電車・バスマップをつくろう」  
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教材の例 ②出前講座「クルマ大集合」＋「かしこいクルマの使い方を考える」 
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5．1．7 モビリティ・マネジメント（ＭＭ）の継続的な取り組み方策（まとめ） 

今後の継続的なモビリティ・マネジメント施策の検討を踏まえ、箕面市や関係者が取り組むべき

公共交通利用活性化に関するプログラムは以下のとおりである。 

 

表 5 - 4 今後の継続的なモビリティ・マネジメント施策 

方策 取り組み内容 
取組にあたっての 

協力関係 

 １ 一定の地区を対象とする 
居住者モビリティ・マネジメント

z 地域内の居住者を対象におこ
なう。通勤・通学・買物・通
院等さまざまな交通行動を対
象とする。 

z TFP（トラベルフィードバッ
クプログラム）で行う。 

z 市内を一定エリアにわけ、モ
デル地区を選定して段階的に
モビリティ・マネジメントを
実施。 

z 自治会、ＮＰＯ、阪急バス等
と協議を行い、バスマップの
更新、印刷、配布等を継続し
て実施できる手法を確立。 

z 取り組みが周知されるのに合
わせて、最終的には対象を市
全域に広げる。 

z 自治会、ＮＰＯ、阪急バス等
が協力して、バスマップの更
新、印刷、配布等を継続して
実施。 

箕面市 

交通事業者 

市民 
（地域住民・NPO 等）

 ２ 市役所窓口での 
転入者モビリティ・マネジメント

z 今後見込まれる他地域からの
転入者に対して、転入手続き
を行う窓口で公共交通に関す
る情報を配布する。 

z 配布物は、上手なクルマの使
い方、バス路線図、時刻表等

箕面市 

交通事業者 

 ３ 小学校と連携しての 
学校モビリティ・マネジメント

z 大阪府で行っている「交通・
環境学習プログラム」を活用
して、小学校におけるモビリ
ティ・マネジメントを実施す
る。 

箕面市 

大阪府 

交通事業者 

市民 

※それぞれの施策の推進にあたっては、必要に応じ国・府の支援制度を有効に活用することも考え

られる。 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


